
☆地価公示制度のあらまし

■　地価公示制度とは

　　地価公示法（昭和４４年法律第４９号）によって土地の正常価格を公示する制度です。都市及びその周辺地域等において、標準地を選定し、その正常価格を公示することにより、一般の土地取引価格に対して指標を与えるとともに、公共事業用地の取得価格算定の規準とされることにより、適正な地価の形成に寄与することを目的とするものです。

　　地価公示の価格（以下、「公示価格」という。）は、毎年１月１日を基準日として、２人以上の不動産鑑定士の鑑定評価を求め、国土交通省土地鑑定委員会においてその結果を審査し、決定し、公表するものです。

　　土地の取引を行う者は、取引の対象となる土地について類似の利用価値を有する公示価格を指標として取引を行うよう努めなければならないものとされています。

■　公示価格の見方

　　公示価格は、次のような性格をもつものであり、利用に当たっては十分留意する必要があります。

　（１）　公示価格は、正常価格を表示するものです。

　　　　ア　公示価格は、不動産鑑定評価基準等に基づき判定された売手にも買手にも偏らない価格すなわち正常価格を表示するものです。

　　　　イ　実際の取引では、当事者の特別な事情等が価格形成に反映される場合があります。

　　  　　　このような場合は、本来の経済価値を超えて行われた取引によるものであるため、公示価格と整合しないことになります。

（２）　公示価格は、近隣地域の標準的な画地の価格です。

ア　公示価格を求める標準地は、代表性、中庸性、安定性、確定性の原則に基づき、土地の利用が同質と認められるまとまりのある地域内で土地利用の状況、環境、地積、形状等が標準的な画地が選定されています。
イ　従って、公示価格は、土地の利用が、同質と認められる地域の標準的な画地の価格水準を示すもので、最高又は最低価格を示すものではありません。
（３）　公示価格は、近隣地域内の土地の価格すべてを示すものではありません。
ア　土地の価格は、地域を異にする場合はもとより、同一の地域であっても、地積、形状、接面道路など個別の価格形成要因の違いに応じて異なるものです。
イ　公示価格も、地積、形状、接面道路など特定の条件を備えた具体的な画地の単価です。従って、標準地と近接して所在する土地であっても同一価格になるとは限らず、標準地の価格形成要因と比較して価格を求めることになります。
ウ　このため、具体的な土地の取引において、公示価格を利用しようとする際は、公示価格とともに公示されている事項も価格形成要因の一つとして併せて比較検討して利用する必要があります。

